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□災害見舞金とは
災害を起因として、下記に該当する方に、損
害等の割合に応じて見舞金を支給するものです。

□対象となる方は
市内に住所を有し、かつ現に居住している方
１．居住する住宅が損壊した世帯
り災証明により、全壊または半壊以上とな
った方

２．亡くなられた方の遺族
３．３０日以上の入院をした方またはその家族
※該当される方には、随時連絡します。
（傷病については事前にご相談願います）

□支給額は
●全　　　壊：１世帯につき　１０万円
●大規模半壊：１世帯につき　　５万円
●半　　　壊：１世帯につき　　３万円
●死　　　亡：１人につき　　３０万円
●負　傷　者（３０日以上の入院療養の場合）
　　　　　　：１人につき　　　５万円

□申出に必要なもの
災害を起因とした傷病の場合のみ、３０日以
上の入院期間を確認できる書類

災害見舞金が支給されます 市民生活部社会福祉課  ☎22-1340
各総合支所市民サービス課

１．経済・生活面の支援
（１）見舞金

□生活福祉資金貸付制度とは
生活福祉資金貸付制度は、所得の少ない世帯
や、障害がある方や高齢者が同居する世帯に対
し、低利子または無利子でお金を貸付けること
によって、経済的自立と生活意欲の助長、社会
参加の促進を図る貸付制度です。

□対象となる方は
災害により被害を受けた低所得者世帯（市町
村民税非課税世帯）、障害者世帯、高齢者世帯
（６５歳以上の高齢者の属する世帯）

□貸付限度額　　１５０万円
（福祉費、災害臨時費の場合）

□利　　　率　　保証人あり：無利子
保証人なし：１.５％

□返済期間は　　７年以内
据置期間：貸付金交付後６か月以内

□申請に必要なもの
申込書、世帯全員分の住民票謄本、本人確認書
類、収入確認書類、その他（官公署が発行する
り災証明書または被害証明書等）

□申請期間は　　随時受付します。

生活福祉資金の貸付が
受けられます

栗原市社会福祉協議会地域福祉課
☎23-8087（直通）（栗原市築館薬師三丁目6-2）

□生活安定資金貸付制度とは
所得の少ない世帯に対し、無利子でお金を貸
付けることによって、経済的自立と生活意欲の
助長、社会参加の促進を図る貸付制度です。

□対象となる方は
市内に居住する低所得者で、１年以上市内に
居住する世帯（被保護世帯を含む）

□貸付限度額　５万円（特に認めた場合７万円）

□利　　　率　　無利子・無担保

□返済期間は　　１年以内（据置期間２か月）

□申請に必要なもの
申込書、市内に居住する保証人１名及び民生委
員の面談が必要です。

□申請期間は　　随時受付します。

生活安定資金の貸付が
受けられます

栗原市社会福祉協議会地域福祉課
☎23-8087（直通）（栗原市築館薬師三丁目6-2）

（２）当面の生活資金や生活再建の資金

被災証明書は、住家以外のもの（店舗、作業場、ブロック塀、家財、車など）で、災害による
被害があった事を証明する書類です。

□受付開始　　令和４年３月１８日から

□申 請 先　　各総合支所市民サービス課

□申請方法　　各総合支所市民サービス課窓口に備え付けの「被災証明願」に必要事項を記入のうえ、
必要書類を添えて申請してください。

□手 数 料　　無　料

□申請時に必要なもの（次の３つのうち、いずれか）
１．被害状況がわかる写真
２．被害状況がわかる関係書類（修理に伴う見積書・領収書など）
３．被害状況の「申立書」（上記１と２を提示できない場合に使用）
※申請時には運転免許証などの身分証明書を持参願います。
※法人所有物などの被害については、法人名及び代表者印での申請をお願いします。
※市に住民登録していない人が市内で被災した際の申請は、問い合わせください。

「被災証明書」について 市民生活部市民課
☎22-3211問

「り災証明書」の被害判定区分によって支援内容が異なる場合がありますので、被害判定区分
（全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、一部損壊）をお確かめのうえ、各制度の内容
をご確認願います。

「り災証明書」について 総務部税務課
☎22-1121問

□被害状況調査
被害状況調査は、栗原市が「災害に係る住家の
被害認定基準運用指針」（内閣府）に基づいて、建
物の所有者等からの依頼を受け、建物の損傷の程
度及び状況を調査し、被害の程度を判定します。
まだ、「り災証明書」発行のための被害状況調査
がお済でない方は、速やかに調査申請を行ってく
ださい。

□申請期限　令和４年４月２２日まで

□申 請 先
税務課、または各総合支所市民サービス課

□手 数 料　無　料

□申請に必要なもの
●被害状況がわかる写真や修繕の見積書など
●身分証明書（運転免許証など）

□被害判定の区分
災害による住家の被害判定については、被害状
況調査を実施し、次の区分により判定します。
住家の被害判定区分

全　　　壊

大規模半壊

中規模半壊

半　　　壊

準　半　壊

一 部 損 壊

被害判定区分 被害割合
５０％以上

４０％以上

３０％以上

２０％以上

１０％以上

１０％未満


